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就　業　規　則

社会福祉法人大河原町社会福祉協議会就業規則

第　一　章　　総　　則

（目的）

第１条　この規則は、社会福祉法人大河原町社会福祉協議会（以下「社協」という）の運営を適正に行うため、職員の就業に関し必要な事項を定める事を目的とする。

（関連規則等の定義）
第１条の２　この規則のほか、職員の就業等について定める規則等については、以下のとおりとする。
1 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の給与に関する規則、以下「給与規則」という。
2 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の給与に関する規程、以下「給与規程」という。
3 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の勤務時間、休暇等に関する規則、以下「勤務時間等規則」という。
4 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の勤務時間、休暇等に関する規程、以下「勤務時間等規程」という。
5 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会育児・介護休業等に関する規則、以下「育児休業等規則」という。
（職員の定義区分）

第２条　この規則で職員とは、第４条で定めるところにより採用された者で、一定の給与をうけて常時勤務に服する（嘱託職員・臨時職員を除く）ものをいう。

（嘱託職員等の就業規程）
第３条　嘱託職員並びに臨時職員に関する就業については、社会福祉法人大河原町社会福祉協議会嘱託職員取扱要綱並びに社会福祉法人大河原町社会福祉協議会臨時職員等取扱要綱に定めるほか、労働条件通知書により各人に通知する。
第　二　章　　人　　事

　（採用）

第４条　職員の採用は、社協に就職を希望する者のうちから記述審査、書類審査及び面接等による選考審査を行い、それに合格した者を職員として採用する。

2　大河原町職員を社協職員に採用する場合（派遣協定に基づく派遣職員を含む。）は、大河原町長の同意を得て、またその他の職員は、会長が任命する。

　（採用時の提出書類）

第５条　職員に採用された者は、原則として7日以内に次の書類を提出しなければならない。

（1） 履歴書

（2） 誓約書　　（様式第１号）

（3） 住民票記載事項証明書
（4） 身元保証書（様式第2号）

（5） 資格証明書、その他必要と認める書類

（6） 健康診断書

2　前項各号に規定する提出書類の記載事項に異動が合った場合は、その都度速やかに、その事実を証明する書類を添えて異動届（様式第３号）を事務局長を経由して会長に提出しなければならない。

（試用期間）

第６条　新たに採用された者は、採用の日から３か月間を試用期間とする。

2　試用期間中又は試用期間満了の際、引き続き職員として勤務させることが不適当と認められる者については、採用を取り消すことができる。

3　試用期間は、勤続年数に算入する。
　（職種の変更）

第7条　会長は、勤務の都合により事前協議のうえ、職種変えを命ずることができる。

　（在籍出向）

第７条の２　会長は、業務上必要がある場合は、職員を在籍のまま行政機関及び関係法人、施設等への出向を命ずる場合がある。

２　職員は、正当な理由がない限り前項の命令を拒むことができない。

３　在籍出向に関する事項については、会長が別に定める。
（休職）

第8条　会長は、職員が次の各号の一に該当する場合は、休職させ又は休職を認めることができる。
（１）　業務上の傷病等及び結核性疾患に規定する病気休暇の期間を越えても、なお療養が必要と認められる場合は休職を認めることができる。
（２）　業務外の事故又は傷病（私傷病）により、年次有給休暇及び病気休暇などの期間では治癒しない、又は就業を伴わない長期の療養が必要と認められる場合は、本人からの申し出により休職を認める又は会長の裁量により休職させることができる。
（３）　学業、留学、ボランティア活動などの特別な事由により、本人からの申し出があった場合は休職を認めることができる。
（４）　刑事事件による、逮捕、拘留、起訴など（事故欠勤）により拘束された場合は休職とする。
（５）　水難、火災、その他の災害又は事故により生死不明、又は所在不明となった場合は休職とする。
２　会長は、職員が休職する必要性を判断するため、会長が指定する医師（医療機関）等への受診や診断書等の証明書類の提出を求めることができる。この場合、職員は正当な理由なくこれを拒否することができない。
（休職期間等）

第9条　休職の期間は、以下の各号に定めるとおりとする。ただし、職員が在職する期間において、各号の休職期間を通算して３年（36箇月）を限度とする。ただし、異なる理由で休職し、休職期間が重複する場合は、重複期間は一の休職期間とみなして通算する。
（1） 前条第１項第１号、第２号の場合、医師の診断等により必要と認められる期間
(2)　前条第１項第３号の場合、申請をもとに会長が必要と認める期間（12/19訂正）
(3)　前条第１項第４号の場合、原因となった事由により就業が不可能な期間
（４）　前条第１項第５号の場合、本人の生死、所在が明らかになるまでの期間。ただし会長の判断により生死、所在の確認が困難と推察される日をもって、不明のまま休職を打ち切ることができる
２　前条第１項第２号、第３号の自己都合による休職の場合は、前項の規定によらず、両号を通算して2年（24箇月）を上限として、勤続１年未満の者は１か月、勤続１年以上の者はこれに勤続期間１年につき１か月を延長した期間を限度とする。
３　取得した休職期間（月）は、復元しない。ただし、前項に掲げる自己都合休職の場合は、復職した年度の次年度（4月1日）から、勤務をした日が1年を超えるごとに、取得した期間を含め休職期間の上限（24箇月）に達するまで、残りの休職期間（月）に１年につき１箇月を加えることができる。
４　前条第１項第２号から第５号に該当する休職期間は、勤続年数に通算しない。
５　会長が休職期間において復職が難しいと判断した場合は、休職の取り消し及び休職延長の不承認、又は休職期間を短縮することができる。
６　職員が復職できないまま休職期間が満了したときは、その事由により第１２条による一般退職又は第１４条による解雇のいずれかとする。
　（復職）

第１０条　会長は、休職の事由が消滅したと認められる場合は、原則として復職させるものとする。
２　　職員は復職しようとするときは、復職届、及び必要に応じて診断書等の休職の事由が消滅したことを示す書類等を提出しなければならない。
３　　前項の規定のほか、会長は、職員の復職の可否を判断するため、本会で指定する医師（医療機関）等への受診及び証明書類の提出を求めることができる。この場合、職員は正当な理由なくこれを拒否することができない。
４　　第８条第１項第１号及び第２号の規定により休職した職員が、復職後３か月以内に同一の事由により、出勤状況や勤務情況等に不良が認められるときは、会長の裁量により本人の意に反して休職を再開させることができる。
５　　休職の承認、及び復職の承認は辞令を交付する。なお、昇給等の基準日において休職中の場合は、辞令を交付せず、復職時または復職後のしかるべき日に交付する。
　（規則への委任）
第１１条　職員の休職に関して、本規則に定めのない事項や運用については、給与規則、勤務時間等規則に定める。
　（一般退職）

第１２条　職員が次の各号に該当するときは、退職とする。

（１）　　本人の都合により退職を願い出て、会長の承認があった時、または退職願いの提出後１４日を経過したとき

（２）　　死亡したとき

（３）　　期間の定めのある雇用が満了したとき
　（定年退職）

第1３条　職員の定年は満６０歳とし、６０歳に達した年度末をもって退職とする。ただし、本人が希望し、第１２条又は第１４条の退職事由に該当しない者については、満６５歳に達した年度末まで継続雇用することができる。
　（解雇）
第１４条　職員が次に掲げる一に該当するときは、解雇することができる。

（１）　精神又は身体の故障や障害により、職務に耐えられない、又は職務の遂行に著しい支障があるとき

（２）　勤務状況又は勤務成績が著しく不良で、向上や改善の見込みが弱く、職員としての職責を果たし得ないとき

（３）　前２号に定めるほか、その職務に必要な適格性を欠き就業に適さないとき
２　　前項の規定により職員を解雇する場合は、少なくても３０日前に予告する。予告しないときは、労働基準法第12条の規程による平均賃金の３０日分の手当てを解雇予告手当として支払う。ただし、予告の日数については、解雇予告手当を支払った日数だけ解雇の予告を短縮することができる。

（退職等の証明）
第１５条　職員が退職し、又は解雇された場合、その請求に基づき、使用期間、業務の種類、地位、賃金、又は退職の理由などを記載した証明書を交付する。
第三章　　給与及び退職金

　（職員の給与）

第１６条　職員の給与に関することは、給与規則に定める。
　（退職手当金）

第１７条　退職者に対しては、次の第２項の該当者を除外して、全国社会福祉協議会退職手当積立金制度による退職手当を支給する。

２　退職手当を除外される者は次のとおりとする。

(1） 勤続年数１年未満の退職者

(2) 第14条による解雇もしくは第33条４号による懲戒解雇された者には、支給しないことができる。

第四章　　服務規律
　（服務の基本原則）

第１８条　職員は、この規則並びに諸規程を遵守するとともに、社会福祉理念に基づき、誠実に、その職務を遂行しなければならない。

　（服務心得）

第１９条　職員は、服務にあたって次に掲げる事項を守らなければならない。

（1）　　職務の公共性を認識し、上司の命令に従い誠実にして公正な職務の執行を図ること

（2）　　法令又は、この規則に特別の定めがある場合を除くほか、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてを職責遂行のために用い、社協の業務にのみ従事すること

(3)　　常に人格と知識を高め、技能を練磨するよう努めること

（4） 　職場内の整理整頓と安全に努めること

（5） 　町民に対しては、常に親切丁寧を旨として、その言葉態度には慎重且つ、細心の注意を払い、町民に不安と不信の念をおこさせないこと
　（服務規律）

第２０条　職員は、次に掲げる事項を守らなければならない。

（1） 職務上知り得た秘密を漏らさないこと

（2） 社協及び職員の名誉、信用を傷つけてはならない

（3） 職務に関し、他から報酬その他一切の謝礼をうけてはならない

（4） 勤務時間中、上司に許可なく、みだりに執務場所をはなれてはならない

（5） 職員の地位を利用して、政治活動をおこなってはならない

（職場のパワーハラスメントの禁止）
第２１条　職務上の地位や人間関係などの職場内の優越的な関係を背景とした、業務上必要かつ相当な範囲を越えた言動により、他の職員の就業環境を害するようなことをしてはならない。
（セクシュアルハラスメントの禁止）
第２２条　性的言動により、他の職員に不利益や不快感を与え、就業環境を害するようなことをしてはならない。
（妊娠・出産・育児休業・介護休業に関するハラスメントの禁止）
第２３条　妊娠・出産等に関する言動及び妊娠・出産・育児休業・介護に関する制度又は措置の利用に関する言動により、他の職員の就業環境を害するようなことをしてはならない。
（その他あらゆるハラスメントの禁止）
第２４条　第22条から前条までに規定するもののほか、性的指向・性自認に関する言動によるものなど職場におけるあらゆるハラスメントにより、他の職員の就業環境を害するようなことをしてはならない。
（個人情報保護）
第２５条　職員は、本会、本会利用者及び関連組織・団体に関する情報の管理に十分注意を払うとともに、自らの業務以外では使用してはならない。また、自らの業務に関係のない情報を不当に取得してはならない。
２　本条に定めるほか、個人情報保護については社会福祉法人大河原町社会福祉協議会個人情報保護規程に定める。
第五章　　勤務時間・休日及び休暇

（勤務時間、休日及び休暇）

第２６条　職員の勤務時間、休日及び休暇については、勤務時間等規則に定める。
（育児・介護休業等）

第２７条　職員の育児・介護休業等については、育児休業等規則に定める。
（欠勤）　
第２８条　職員が、本規則及び勤務時間等規則で定める休暇等をすべて消化し、自己都合により勤務できないとき（以下「欠勤」という。）は、あらかじめ欠勤届を所属長に提出し、承認を受けなければならない。ただし、緊急やむを得ない事由により事前に届出できないときは、その旨を所属長に連絡するとともに、事後速やかに承認手続きをしなければならない。
２　前項の規定に関わらず、職員が以下の各号に該当する場合には、本人の意に反して欠勤とすることができる。
（１）　当該職員に付与され、又は認められる休暇及び休業の期間（残時間）の有無に関わらず所定の手続きを取らずに勤務しない場合（以下、「無断欠勤」という）。
(２)　出勤しているものの、職員が傷病等により職務に専念することが困難である、又は他の職員への影響も含め業務に支障があると認められる場合。
（欠勤等の控除額）　
第２９条　欠勤の場合は、次にあげる方法により求めた額を当該月の給与から控除（減額）する。

（１）　１日当たりの控除額は、当該月の本俸（給料）及び一切の手当の合計額を当該月の所定　　　　　労働日数で除して求める。１円未満は切り捨てる。
（2）　１時間当たりの控除額は、前号で求めた控除額を、7.75（時間）で除して求める。１円未満は切り捨てる。
２　欠勤は、その理由及び期間に応じ、当該職員の勤務評定として、第１４条「解雇」、第３３条「懲戒」のほか、給与、職務、期末手当・勤勉手当、及び年次有給休暇等に反映させる。
３　本条第１項の控除額の求め方は、給与規則等に定める休業、休職等における控除において準用する。
第六章　　安全及び衛生
　（防火及び保健衛生）

第３０条　職員は、常に防火及び保健衛生について充分注意し、災害の発生防止に努めること。

　（健康診断）

第31条　職員は、毎年、健康診断を受けなければならない。

２　会長は、健康診断の結果、特に必要がある場合は、当該職員を一定期間就業を禁止することがある。

第七章　表彰及び制裁
（表彰）
第３２条　職員が次のいずれかに該当するときは、会長は理事会の承認をえて表彰することができる。
（１）　永年にわたり誠実に勤務し、その成績が優秀で他の模範となるとき
（２）　業務上有益な考案、事業を企画、実施し、本会の業績向上に貢献したとき
（３）　社会的な功績があり、本会及び職員の名誉となったとき。

（４）　前各号に準ずる善行又は功労のあったとき。
２　表彰は、該当する職員があったときには随時行う。賞状を授与する。
（懲戒）
第33条　職員が次条のいずれかに該当するときは、会長はその情状に応じ、次の区分により懲戒を行う。
（1） 　けん責
始末書を提出させて将来を戒める。
（2） 減給
始末書を提出して減給する。ただし、減給は１回の額が平均賃金の５割を超えることはなく、また、総額が一賃金支払額における賃金総額の1割を超えることはない。
（3） 出勤停止
始末書を提出するほか、所定労働日数で２０日間を限度として出勤を停止し、その間の賃金は支給しない。

（４）　懲戒解雇
第14条第２項に規定する予告期間を設けることなく解雇する。この場合において、所轄の労働基準監督署長の認定を受けたときは、解雇予告手当を支給しない。
２　会長は、前項第３号以上の懲戒を行うときは、理事会の承認を得なければならない。
（懲戒の事由）
第34条　職員が次のいずれかに該当するときは、その情状に応じ、けん責、減給又は出勤停止とする。
（１）　無断欠勤及び無断の遅刻、早退により、３回を超えて注意を受けた場合。なお、この注意には、口頭のほか文書及び告示などの方法を含む。
（２）　素行不良や過失により、本会の秩序及び風紀を乱したとき、または損害を与えたとき。
（３）　第２０条から第２５条までの規定に違反したとき。
（４）　その他本規則に違反し又は前各号に準ずる不都合な行為があったとき。
２　職員が次のいずれかに該当するときは、懲戒解雇とする。ただし、平素の服務態度その他情状によっては、第12条一般退職、第14条解雇、又は前条に定める減給又は出勤停止とすることができる。
（1） 重要な経歴を詐称して雇用されたとき。
（2） 無断欠勤が連続して１４日を超えた場合。
（３）　無断欠勤及び無断の遅刻、早退を繰り返し、しばしば注意や懲戒処分を受けたにもかかわらず、なお、出勤状況等に改善が見られないとき。
（４）　故意または過失により本会に重大な損害を与えたとき。
（５）　事務所内及び勤務時間内において、刑法その他刑罰法規の各規定に違反する行為を行い、その事実が明らかになったとき（当該行為が軽易な違反である場合を除く）。
（６）　素行不良により、著しく本会の秩序及び風紀を乱したとき。
（７）　数回にわたり懲戒を受けたにもかかわらず、なお、服務態度等に改善の見込みがないとき。
（８）　第２０条から第２５条までの規定に違反し、その情状が悪質とみられるとき。
（９）　執務上の地位を利用して私利を図り、又は不当な金品を受け、若しくは供応を受けたとき。
（１０）　私生活上の非違行為や本会に対する正当な理由のない誹謗中傷等であって、本会の名誉信用を損ない、業務に重大な悪影響を及ぼす行為をしたとき。
（１１）　本会の業務上重要な情報及び業務に関連し知り得た情報を漏洩して本会に損害を与え、又は業務の正常な運営を阻害したとき。
（12）　その他前各号に準ずる不適切な行為があったとき。
第　八　章　　雑　則

　（職員の弁償責任）

第３５条　職員が、故意又は重大な過失により、社協に損害を与えた場合には、その損害の全部又は、一部を弁償させることがある。

　（その他）

第３６条　この規則に定めるもののほか職員の就業に関して必要な事項は、給与規則、勤務時間等規則等の関連諸規定に定めるほか、労働基準法を遵守しつつ、大河原町職員の就労等に関する例規を参考にして会長が別に定める。
附　則

この規則は、平成６年４月１日から施行する。

附　則

　この規則は、平成７年４月１日から施行する。

附　則

　この規則は、平成１１年６月１日から施行する。

　　　附　則

　この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

　　　附　則（第４条（3）、第１２条（3）（4）の変更）
　この規則は、平成１８年１１月１４日から施行する。

　　　附　則（第８条１項３号第２項第３項）
　この規則の一部変更は、平成１９年６月１日から施行する。

　　　附　則（第１３条また書の追加）
　この規則は、平成２３年１２月２０日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。

　　　附　則（第１１条の変更）

　この規則は、平成２５年４月１日から施行する。
附　則（第3条第2項、第16条第1項及び第2項の改正）

　この規則は、令和４年４月１日から施行する。

附　則（第7条整理と改正、号の追加。第8条整理と改正、号の追加。第9条整理と改正。第10条整理と改正。第11条整理。号の追加。第12条整理と改正、２項の追加。第13条の追加。第23・24・25・26・27条の追加。第30・31条の追加。第7章表彰及び制裁の追加、第35・36・37条の追加）

　この規則は、令和５年4月１日から施行する。
附　則（第7条号の削除。第8条号の削除、字句の削除。第27条項の追加。第37条号の統合、2項号の削除、内容整理）

　この規則は、令和５年7月１日から施行する。
附　則（一部改正）
(経過措置)
１　この規則の施行の前に職員が取得した、本規則（大河原町関連例規の準用）による、全ての休暇、休業、休職に該当するものについては、それぞれ既に職員が取得したものとみなす。
(施行期日)
2　本規則は、令和5年１２月１９日から施行し、同日から適用する
2

